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前年度比③ 比率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 分担金及び負担金 4,991,039 66.8 4,881,670 71.1 109,369 2.2

2 使用料及び手数料 788,071 10.5 802,129 11.7 △ 14,058 △ 1.8

3 国庫支出金 416,061 5.6 239,296 3.5 176,765 73.9

4 県支出金 23,559 0.3 22,065 0.3 1,494 6.8

5 財産収入 14,499 0.2 13,026 0.2 1,473 11.3

6 繰越金 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

7 諸収入 105,768 1.4 108,776 1.6 △ 3,008 △ 2.8

8 組合債 1,115,500 14.9 774,400 11.3 341,100 44.0

7,474,497 100.0 6,861,362 100.0 613,135 8.9

　減額となった要因は、実績に基づき、夜間急病診療所診療使用料で1,400千円、一般廃棄物収集処理

手数料で12,240千円の減を、それぞれ見込んだことによるもの。

　増額となった要因は、月例給及び期末・勤勉手当の引上げ、算定方法見直しによる退職手当負担金の

増などによる職員人件費の増、また、消防団員の年額報酬を国の定める標準額まで引上げることによ

り、人件費全体で164,044千円の増となったことによるもの。

［　１款　分担金及び負担金　］

　長生郡市広域市町村圏組合が行う事業の主な財源は、性格上、構成市町村からの負担金となってい
る。

歳入の主な増減理由

区分

　令和６年度一般会計予算に占める負担金の割合は、66.8％で、前年度予算額に対して109,369千円、

2.2％増の4,991,039千円を計上。

［　２款　使用料及び手数料　］

　前年度予算額に対して14,058千円、1.8％減の788,071千円を計上。

合計

令和６年度　一般会計予算概要
（単位：千円）

令和５年度令和６年度

歳入

［　３款　国庫支出金　］

　前年度予算額に対して176,765千円、73.9％増の416,061千円を計上。

　増額となった要因は、新 終処分場建設事業の進捗による交付対象事業費の増に比例し、循環型社会

形成推進交付金も増となることによるもの。
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　増額となった要因は、常備消防車両で１台、消防団車両で２台の更新が増となったことで、消防防災

施設強化事業補助金が、1,481千円の増となったことによるもの。

［　４款　県支出金　］

　前年度予算額に対して1,494千円、6.8％増の23,559千円を計上。

［　５款　財産収入　］

　前年度予算額に対して1,473千円、11.3％増の14,499千円を計上。

　増額となった要因は、汚泥再生処理センター長期包括運営業務委託の契約保証金として預かっている

191,000千円で千葉県発行の10年債を購入したことによる利息により、1,440千円の増となったことによるも

の。

［　６款　繰越金　］

　予備費に充当する20,000千円を計上。

［　８款　組合債　］

　前年度予算額に対して341,100千円、44.0％増の1,115,500千円を計上。

　増額となった要因は、新 終処分場建設事業の進捗による組合債対象事業費の増に比例し、新 終処

分場建設事業債で181,700千円、常備消防車両の更新１台増などによる消防車両整備事業債で77,500千

円、消防庁舎建替事業債で5,200千円、ちば消防共同指令センター指令システム全体更新事業債で49,800

千円、千葉県防災行政無線設備再整備事業債で8,900千円、消防団車両の更新２台増による非常備消防

施設整備事業債で18,000千円の増となったことによるもの。

［　７款　諸収入　］

　前年度予算額に対して3,008千円、2.8％減の105,768千円を計上。

　減額となった要因は、ごみの減量及び金属などごみ資源化物の売却単価の値下がりにより、ごみ資源化

物売却代で14,030千円の減を、見込んだことによるもの。
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前年度比③ 比率(％)

款項目 予算額 ① 構成比 予算額 ② 構成比 ①－② ③／②×100

1 2,109 0.0 2,123 0.0 △ 14 △ 0.7

2 191,298 2.6 179,220 2.6 12,078 6.7

3 48,615 0.6 51,067 0.8 △ 2,452 △ 4.8

1 1 介護認定審査会費 39,312 0.5 41,885 0.6 △ 2,573 △ 6.1

2 1
障害支援区分認定

審査会費
9,303 0.1 9,182 0.2 121 1.3

4 3,651,128 48.8 3,351,356 48.8 299,772 8.9

1 302,316 4.0 306,380 4.4 △ 4,064 △ 1.3

1 保健衛生総務費 254,790 3.4 255,095 3.7 △ 305 △ 0.1

2 夜間急病診療所費 47,526 0.6 51,285 0.7 △ 3,759 △ 7.3

2 3,348,812 44.8 3,044,976 44.4 303,836 10.0

1 清掃総務費 178,267 2.4 180,215 2.6 △ 1,948 △ 1.1

2 し尿処理費 135,833 1.8 137,804 2.0 △ 1,971 △ 1.4

3 可燃物処理費 1,091,219 14.6 1,125,783 16.4 △ 34,564 △ 3.1

4 不燃物処理費 210,552 2.8 253,887 3.7 △ 43,335 △ 17.1

5 終処分場費 239,859 3.2 290,046 4.2 △ 50,187 △ 17.3

6 資源化推進費 196,451 2.6 193,142 2.8 3,309 1.7

7
新 終処分場建設

費
1,292,393 17.3 859,932 12.6 432,461 50.3

8
温水センター屋外

施設費
4,238 0.1 4,167 0.1 71 1.7

5 2,964,644 39.7 2,649,896 38.6 314,748 11.9

1 1 常備消防費 2,343,808 31.4 2,208,221 32.2 135,587 6.1

2 非常備消防費 149,458 2.0 132,185 1.9 17,273 13.1

3 常備消防施設費 359,967 4.8 212,122 3.1 147,845 69.7

4 非常備消防施設費 111,411 1.5 97,368 1.4 14,043 14.4

6 19,688 0.3 19,046 0.3 642 3.4

7 577,015 7.7 588,654 8.6 △ 11,639 △ 2.0

8 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

7,474,497 100.0 6,861,362 100.0 613,135 8.9

衛生費

教育費

公債費

予備費

歳出（目的別）

清掃費

消防費

（単位：千円）

合計

令和６年度
区分

保健衛生費

議会費

総務費

令和５年度

民生費
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［　４款　衛生費　］

　前年度予算額に対して2,573千円、6.1％減の39,312千円を計上。

　減額となった要因は、人事異動に伴う職員人件費で2,789千円の減となったことによるもの。

< ２目 夜間急病診療所費 >

　前年度予算額に対して3,759千円、7.3％減の47,526千円を計上。

　減額となった要因は、人事異動に伴う職員人件費で137千円の減、また、夜間待機施設業務委託で

令和５年度（令和６年２月）は閏年のため委託料を１日分多く計上していたことにより、493千円の減となった

ことによるもの。

［　３款　民生費　］

　前年度予算額に対して2,452千円、4.8％減の48,615千円を計上。

　前年度予算額に対して299,772千円、8.9％増の3,651,128千円を計上。

　前年度予算額に対して4,064千円、1.3％減の302,316千円を計上。

　前年度予算額に対して305千円、0.1％減の254,790千円を計上。

　前年度予算額に対して121千円、1.3％増の9,303千円を計上。

　増額となった要因は、月例給及び期末・勤勉手当の引上げによる職員人件費で118千円の増となったこと

によるもの。

< １目 保健衛生総務費 >

　減額となった要因は、実績に基づき、医薬材料費で900千円の減、また、診療施設の補修内容の違

いにより工事請負費が3,834千円の減となったことによるもの。

　前年度予算額に対して14千円、0.7％減の2,109千円を計上。

　減額となった要因は、実績に基づき、通信運搬費を12千円、減額したことによるもの。

歳出（目的別）の主な増減理由

［　１款　議会費　］

［　２款　総務費　］

　前年度予算額に対して12,078千円、6.7％増の191,298千円を計上。

　増額となった要因は、月例給及び期末・勤勉手当の引上げ、退職手当負担金の増などよる職員人件費で

7,129千円、指定金融機関に支払う振込手数料で1,097千円、組合管理棟の維持補修として空調設備などの更

新による工事請負費で2,534千円の増、また、組合管理棟の水害止水対策として正面玄関の止水板購入費を

計上したことにより、備品購入費が952千円の増となったことによるもの。

（　１項 １目　介護認定審査会費　）

　（　２項 １目　障害支援区分認定審査会費　）

　（　１項　保健衛生費　）
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< ２目 し尿処理費 >

　前年度予算額に対して1,948千円、1.1％減の178,267千円を計上。

　（　２項　清掃費　）

　減額となった要因は、燃料調整費の値下がりに伴い電気料金の減を見込んだことによるもの。

　前年度予算額に対して34,564千円、3.1％減の1,091,219千円を計上。

　減額となった要因は、令和５年度は、発電設備の補修工事に伴い光熱水費を増額計上していたこ

と、また、実績に基づき、燃えるごみ専用袋及び薬品の購入の減を見込んだことにより需用費が19,528千

円の減、ごみ焼却施設の補修内容の違いにより工事請負費で29,097千円の減となったことによるもの。

< ８目 温水センター屋外施設費 >

　前年度予算額に対して432,461千円、50.3％増の1,292,393千円を計上。

　前年度予算額に対して3,309千円、1.7％増の196,451千円を計上。

　増額となった要因は、ペットボトル減容機の修繕内容の違いなどによる需用費で1,235千円の増、ま

た、老朽化したフォークリフトの更新を計画に基づき計上したことにより備品購入費が1,870千円の皆増と

なったことによるもの。

< ４目 不燃物処理費 >

< ７目 新最終処分場建設費 >

　前年度予算額に対して43,335千円、17.1％減の210,552千円を計上。

< ５目 最終処分場費 >

　減額となった要因は、令和５年度は、新 終処分場建設事業に係る国庫交付金を受けるためにも必

要な、第三次循環型社会形成推進地域計画策定委託を計上していたことにより委託料が3,116千円の減と

なったことによるもの。

　前年度予算額に対して1,971千円、1.4％減の135,833千円を計上。

< ３目 可燃物処理費 >

　減額となった要因は、重機などの整備費、また、施設部品の購入品目の違いなどによる需用費で

7,093千円の減、令和５年度は、３年に１度の法定検査である、粗大ごみ処理施設精密機能検査を計

上していたことなどにより委託料で4,340千円、粗大ごみ処理施設の補修内容の違いによる工事請負費で

33,503千円の減となったことによるもの。

　前年度予算額に対して50,187千円、17.3％減の239,859千円を計上。

　増額となった要因は、人件費の増などにより屋外施設管理委託料で94千円の増を見込んだことによるも

の。

< ６目 資源化推進費 >

　前年度予算額に対して71千円、1.7％増の4,238千円を計上。

　増額となった要因は、土木建築工事、浸出水処理施設建設工事及び工事監理委託が契約に至ったこ

とに伴い、当該年度事業費を計上したことによるもの。なお、令和７年度の工事完成を予定している。

　減額となった要因は、令和５年度で、エコパーク長生の嵩上げ工事が完了したことにより、工事請負費

が68,412千円の減となったことによるもの。

　前年度予算額に対して303,836千円、10.0％増の3,348,812千円を計上。

< １目清掃総務費 >
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［　５款 １項　消防費　］

< ４目 非常備消防施設費 >

　前年度予算額に対して14,043千円、14.4％増の111,411千円を計上。

　前年度予算額に対して642千円、3.4％増の19,688千円を計上。

　増額となった要因は、月例給及び期末・勤勉手当の引上げ、退職手当負担金の増などよる職員人件費で

639千円の増、また、教員の資質向上に資するためのICT研修委託を計上したことにより委託料が732千円の増

となったことによるもの。

　構成市町村からの要望により消防団車両の整備などを特別負担金で行うもので、増額となった要因

は、消防団車両更新の２台増による備品購入費で20,323千円の増となったことによるもの。

　市町村ごとの要望事業一覧は別表のとおり。

< ２目 非常備消防費 >

< ３目 常備消防施設費 >

　前年度予算額に対して147,845千円、69.7％増の359,967千円を計上。

　前年度予算額に対して314,748千円、11.9％増の2,964,644千円を計上。

　前年度予算額に対して17,273千円、13.1％増の149,458千円を計上。

　増額となった要因は、消防団員の年額報酬を国の定める標準額まで引上げることによるもの。

　増額となった要因は、再任用職員５人増、月例給及び期末・勤勉手当の引上げ、退職手当負担金の

増などよる職員人件費で132,390千円の増、令和７年度採用職員の貸与被服費６人分の増などによる需

用費で4,752千円の増、また、令和５年度に消防統計システムを更新したことなどにより使用料及び賃借

料が3,418千円の増となったことによるもの。

< １目 常備消防費 >

　前年度予算額に対して135,587千円、6.1％増の2,343,808千円を計上。

［　７款　公債費　］

　増額となった要因は、消防署建替え事業の進捗により１署分の建設設計及び構造計算、建設用地地

質調査による委託料で66,201千円の増、また、西消防署の建設用地造成工事請負費で21,120千円の

増、消防車両更新車種の違いにより備品購入費で71,365千円の増、ちば消防共同指令センター指令シ

ステム全体更新事業及び千葉県防災行政無線設備再整備による負担金及び交付金で75,460千円の皆増

になったことによるもの。

［　６款　教育費　］

　前年度予算額に対して11,639千円、2.0％減の577,015千円を計上。

　減額となった要因は、組合管理棟などの建設事業費の財源として平成10年度に借入れた可燃ごみ処理施設

整備事業債の償還終了により1,489千円の減、ちば消防共同指令センター及び消防救急無線整備事業負担

金、消防本部及び中央消防署耐震補強工事の財源として平成23年度の借入れ、また、ちば消防共同指令セ

ンター部分更新負担金、高規格救急自動車購入の財源として平成30年度に借入れた常備消防施設整備事業

債の償還終了により26,655千円の減となったことによるもの。
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歳出 （性質別）

前年度比③ 比率(％)

予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

人件費 2,621,832 35.1 2,458,358 35.8 163,474 6.6

物件費 1,793,357 24.0 1,808,324 26.3 △ 14,967 △ 0.8

維持補修費 291,920 3.9 355,741 5.2 △ 63,821 △ 17.9

扶助費 27,680 0.4 27,060 0.4 620 2.3

補助費等 463,027 6.2 412,007 6.0 51,020 12.4

普通建設事業費 1,657,226 22.2 1,191,218 17.4 466,008 39.1

災害復旧事業費 22,440 0.3 - - 22,440 皆増

公債費 577,015 7.7 588,654 8.6 △ 11,639 △ 2.0

予備費 20,000 0.2 20,000 0.3 0 0.0

合計 7,474,497 100.0 6,861,362 100.0 613,135 8.9

（単位：千円 ）

区　　　分
令和６年度 令和５年度

　歳出（性質別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して14,967千円、0.8％の減となった。

　増額となった要因は、再任用職員５人の増、月例給及び期末・勤勉手当の引上げ及び千葉県総合

事務組合への退職手当負担金で、負担金算定方法の見直しによる職員人件費の増、また、消防団

員の年額報酬を国の定める標準額まで引上げることによるもの。

　前年度予算額に対して63,821千円、17.9％の減となった。

　減額となった要因は、ごみ処理施設の補修及び設備更新など工事内容の違いによる工事請負費の

減によるもの。

［　人件費　］

［　物件費　］

［　維持補修費　］

　前年度予算額に対して163,474千円、6.6％の増となった。

　減額となった要因は、燃料調整費の値下がり及びごみ処理場の発電設備補修工事終了に伴う電気

料金の減、また、ごみの搬入量の減少に伴う薬品費の減などによるもの。
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　前年度予算額に対して466,008千円、39.1％の増となった。

　減額となった要因は、組合管理棟などの建設事業費の財源として平成10年度に借入れた可燃

ごみ処理施設整備事業債の償還終了により1,489千円の減、ちば消防共同指令センター及び消防

救急無線整備事業負担金、消防本部及び中央消防署耐震補強工事の財源として平成23年度の借

入れ、また、ちば消防共同指令センター部分更新負担金、高規格救急自動車購入の財源として

平成30年度に借入れた常備消防施設整備事業債の償還終了により26,655千円の減となったことに

よるもの。

　職員に係る児童手当の増によるもの。

　増額となった要因は、新 終処分場建設事業の進捗に伴う地元同意事業負担金、入校予定者の

増による県消防学校入校負担金の増、ちば消防共同指令センター指令システム全体更新事業負担

金及び県防災行政無線設備再整備負担金の皆増によるもの。

　前年度予算額に対して620千円、2.3％の増となった。

［　公債費　］

　増額となった要因は、新 終処分場建設事業の進捗による事業費の増、また、常備消防車両の更

新車種の違い及び消防団車両更新台数の増による備品購入費の増によるもの。

［　扶助費　］

［　補助費等　］

　前年度予算額に対して51,020千円、12.4％の増となった。

　令和５年９月の台風第13号接近に伴う大雨による一宮川及び鶴枝川の氾濫により、ごみ処理

場のエレベーター棟が止水板を超え浸水し、故障したエレベーターを復旧しようとするもの。

［　災害復旧事業費　］

　前年度予算額に対して11,639千円、2.0％の減となった。

［　普通建設事業費　］

8



飲料⽔兼⽤耐震貯⽔槽点検清掃委託 市役所駐⾞場 2,420 2,420

消防ポンプ⾃動⾞（CD-1）購⼊（更新） 1-3-1（早野） 21,598 6,396 14,400 802
⼩型動⼒ポンプ付積載⾞（B3級）購⼊（更
新） 1-4-3（三ヶ⾕） 9,642 441 8,600 601

消⽕栓新設 ３栓 6,402 6,402

40,062 6,837 23,000 10,225
⼀
宮
町

⼩型動⼒ポンプ付積載⾞（B3級）購⼊（更
新）

4-3-2
（14区、15区） 9,643 441 8,600 602

防⽕⽔槽屋根設置⼯事 岩井354地先 1,031 1,031

⽕の⾒櫓撤去⼯事 佐貫2414-2 104 104
⼩型動⼒ポンプ付積載⾞（B3級）購⼊（更
新） 5-3-2（川島） 9,643 441 8,600 602

消⽕栓新設 ２栓 4,268 4,268

15,046 441 8,600 6,005

防⽕⽔槽撤去⼯事 ⾦⽥2701地先 1,188 1,188
⼩型動⼒ポンプ付積載⾞（B3級）購⼊（更
新） 6-3-1（⼀松丙） 9,642 441 8,600 601

消⽕栓新設 ３栓 6,402 6,402

17,232 441 8,600 8,191
⽩
⼦
町

消⽕栓新設 １栓 2,134 2,134

防⽕⽔槽補⽔栓設置⼯事 ⼒丸1078番地先 1,039 1,039

防⽕⽔槽漏⽔補修⼯事 鴇⾕1392番地先 389 389

消⽕栓新設 １栓 2,134 2,134

3,562 3,562

消防ポンプ⾃動⾞（CD-1）購⼊（更新） 9-3-1(佐坪) 21,598 5,908 14,800 890

消⽕栓新設 １栓 2,134 2,134

23,732 5,908 14,800 3,024

111,411 14,068 63,600 33,743

財源内訳
補助⾦
交付⾦

⼀般財源
(負担⾦)

令和６年度 市町村別⾮常備消防施設整備事業⼀覧表

計

⻑
⽣
村

計

事業名 場所 事業費

（単位：千円）

⻑
柄
町

計

⻑
南
町

計

市町村計

地⽅債

茂
原
市

計

睦
沢
町
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款
項

⽬
節

臨
時

/
経

常
事

業
名

予
算

要
求

額
（

千
円

）
事

業
内

容
等

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

25
,85

4
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
95

2
補

助
⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

1,6
96

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

11,
42

9
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
19

2,7
29

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

9,8
50

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

5,0
69

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

1,3
22

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

12
7,4

99

令
和

６
年

度
 ⼀

般
会

計
予

算
 

主
要

事
業

予
算

要
求

額
の

財
源

（
千

円
）

2.1
.1

⼀
般

管
理

費

14
経

常
組

合
管

理
棟

設
備

等
更

新
⼯

事
25

,85
4

 
組

合
管

理
棟

は
、使

⽤
開

始
か

ら2
6年

⽬
とな

り、
空

調
設

備
の

不
具

合
や

⾬
漏

りが
⽣

じ始
め

たこ
とか

ら、
負

担
⾦

の
平

準
化

を図
りな

が
ら、

組
合

議
会

、管
理

者
会

議
及

び
職

員
研

修
な

どに
⽀

障
をき

たさ
な

い
よう

空
調

設
備

の
⼀

部
更

新
及

び
屋

上
防

⽔
更

新
⼯

事
（

3/
3年

⽬
）

を⾏
お

うと
す

るも
の

。

17
臨

時
組

合
管

理
棟

正
⾯

⽞
関

⽌
⽔

板
購

⼊
95

2
 

令
和

５
年

９
⽉

の
台

⾵
第

13
号

の
接

近
に伴

う⼤
⾬

で
、⼀

宮
川

及
び

鶴
枝

川
が

越
⽔

し、
組

合
管

理
棟

周
辺

も過
去

に経
験

の
な

い
浸

⽔
被

害
を受

けた
こと

か
ら、

間
⼝

の
広

い
管

理
棟

正
⾯

⽞
関

の
浸

⽔
対

策
とし

て⽌
⽔

板
を購

⼊
しよ

うと
す

るも
の

。

2.1
.2

企
画

費
10

経
常

組
合

広
報

紙
印

刷
1,6

96

 
組

合
か

らの
お

知
らせ

な
どを

広
報

す
るた

め
に、

年
４

回
、７

⽉
、1

0⽉
、２

⽉
、４

⽉
の

各
１

⽇
に発

⾏
しよ

うと
す

るも
の

で
、令

和
６

年
度

は
各

号
39

,80
0部

の
印

刷
を予

定
して

い
る。

 
な

お
、７

⽉
号

の
印

刷
費

は
⽔

道
事

業
会

計
で

負
担

す
るこ

とと
して

い
るた

め
、⼀

般
会

計
負

担
は

３
回

分
と

な
る。

3.1
.1

介
護

認
定

審
査

会
費

13
経

常
介

護
認

定
シ

ステ
ム借

上
料

【⻑
期

継
続

契
約

   
R4

.12
.1〜

R9
.11

.30
】

11,
42

9
 

組
合

が
⾏

う介
護

認
定

審
査

会
業

務
及

び
構

成
市

町
村

が
利

⽤
す

る認
定

調
査

⽀
援

業
務

全
般

に使
⽤

す
る介

護
認

定
審

査
会

⽀
援

シ
ステ

ムの
保

守
を含

む
賃

貸
借

を⾏
って

い
る。

4.1
.1

保
健

衛
⽣

総
務

費

12

経
常

夜
間

待
機

施
設

業
務

委
託

19
2,7

29
 

夜
間

急
病

診
療

所
にお

ける
初

期
医

療
⾏

為
の

結
果

、直
ちに

治
療

及
び

⼊
院

を必
要

とす
る患

者
の

処
置

及
び

夜
間

の
急

病
患

者
の

診
療

に関
す

る業
務

を委
託

しよ
うと

す
るも

の
。

経
常

休
⽇

在
宅

当
番

医
制

業
務

委
託

9,8
50

 
休

⽇
にお

ける
在

宅
当

番
医

によ
る急

病
患

者
の

診
療

に関
す

る業
務

を委
託

しよ
うと

す
るも

の
。

4.1
.2

夜
間

急
病

診
療

所
費

12
経

常
夜

間
急

病
診

療
業

務
委

託
5,0

69
 

夜
間

急
病

診
療

にお
ける

勤
務

医
の

確
保

及
び

その
勤

務
を割

り振
る業

務
並

び
に待

機
施

設
の

当
番

を割
り

振
る業

務
を委

託
しよ

うと
す

るも
の

。

4.2
.1

清
掃

総
務

費
10

経
常

ごみ
収

集
カレ

ンダ
ー作

成
（

印
刷

）
1,3

22
 

圏
域

住
⺠

に周
知

す
るた

め
、ご

み
の

分
別

⽅
法

や
収

集
⽇

をま
とめ

た、
ごみ

収
集

カレ
ンダ

ー（
ポ

スタ
ー）

を
作

成
し、

構
成

市
町

村
の

担
当

窓
⼝

設
置

及
び

⾃
治

会
配

付
を⾏

お
うと

す
るも

の
。

 
な

お
、令

和
６

年
度

は
71

,96
0枚

の
印

刷
を予

定
して

い
る。

4.2
.2

し尿
処

理
費

12
経

常

汚
泥

再
⽣

処
理

セ
ンタ

ー⻑
期

包
括

運
営

業
務

委
託

【⻑
期

継
続

契
約

   
H3

0.7
.1〜

R1
5.6

.30
】

12
7,4

99

 
平

成
30

年
８

⽉
に稼

働
を開

始
し、

施
設

運
営

につ
い

ては
、複

数
の

企
業

が
共

同
で

事
業

を⾏
うJ

V⽅
式

で
結

成
され

た共
同

企
業

体
と、

15
年

間
にわ

たる
⻑

期
継

続
事

業
とし

て業
務

を委
託

して
い

る。
 

な
お

、共
同

企
業

体
の

特
⾊

を⽣
か

した
技

術
⼒

や
安

定
した

経
営

基
盤

が
確

保
され

、廃
棄

物
の

適
正

処
理

と施
設

の
安

定
運

営
が

維
持

され
てい

る。
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補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

21
5,0

94
補

助
⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

23
7,0

72
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
14

9,7
22

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

12
0,1

35
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
41

,02
6

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

36
,88

1
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
26

,92
8

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

55
,40

1

4.2
.3

可
燃

物
処

理
費

12

経
常

可
燃

物
収

集
業

務
委

託
【⻑

期
継

続
契

約
   

R3
.10

.1〜
R8

.9.
30

】
21

5,0
94

 
圏

域
内

の
各

集
積

所
に排

出
され

た可
燃

ごみ
を週

３
回

収
集

し、
環

境
衛

⽣
セ

ンタ
ーに

搬
⼊

す
る業

務
を委

託
して

い
る。

経
常

ごみ
焼

却
施

設
運

転
管

理
業

務
委

託
【⻑

期
継

続
契

約
   

R2
.10

.1〜
R7

.9.
30

】

23
7,0

72

 
24

時
間

連
続

で
ごみ

の
焼

却
処

理
を⾏

い
、そ

の
余

熱
利

⽤
で

ボ
イラ

ー・
ター

ビン
によ

る発
電

並
び

に浴
場

棟
・

プー
ル

棟
へ

の
熱

供
給

を⾏
うな

ど、
ごみ

焼
却

施
設

の
運

転
管

理
業

務
を委

託
して

い
る。

 
な

お
、施

設
の

運
転

管
理

には
各

種
資

格
と運

⽤
経

験
が

必
要

で
あ

り、
法

令
遵

守
しな

が
ら円

滑
に処

理
をし

てい
く必

要
が

あ
る。

経
常

焼
却

灰
外

部
運

搬
処

理
委

託
14

9,7
22

 
ごみ

を焼
却

す
るこ

とで
⽣

じる
主

灰
の

⼀
部

と⾶
灰

全
量

につ
い

て、
エコ

パ
ーク

⻑
⽣

の
埋

⽴
基

準
や

延
命

化
を図

る⽬
的

で
、茨

城
県

⿅
嶋

市
、⼭

形
県

⽶
沢

市
、秋

⽥
県

⼩
坂

町
にあ

る各
⺠

間
処

分
業

者
へ

外
部

処
理

委
託

を⾏
お

うと
す

るも
の

。

14
経

常
ごみ

焼
却

施
設

補
修

⼯
事

12
0,1

35
 

ごみ
焼

却
処

理
や

発
電

施
設

が
⽌

まる
こと

の
な

い
よう

、毎
年

の
点

検
結

果
を基

に、
施

設
及

び
設

備
の

消
耗

や
不

具
合

箇
所

の
補

修
⼯

事
を⾏

お
うと

す
るも

の
。

経
常

不
燃

物
収

集
業

務
委

託
（

燃
えな

い
ごみ

）
【⻑

期
継

続
契

約
   

R3
.10

.1〜
R8

.9.
30

】

41
,02

6
 

圏
域

内
の

各
集

積
所

に排
出

され
た燃

えな
い

ごみ
を⽉

１
回

収
集

し、
環

境
衛

⽣
セ

ンタ
ーに

搬
⼊

す
る業

務
を委

託
して

い
る。

経
常

不
燃

物
収

集
業

務
委

託
（

粗
⼤

ごみ
）

【⻑
期

継
続

契
約

   
R3

.10
.1〜

R8
.9.

30
】

36
,88

1
 

圏
域

内
の

各
集

積
所

に排
出

され
た粗

⼤
ごみ

を⽉
１

回
収

集
し、

環
境

衛
⽣

セ
ンタ

ーに
搬

⼊
す

る業
務

を委
託

して
い

る。

経
常

粗
⼤

ごみ
処

理
施

設
運

転
管

理
業

務
委

託
【⻑

期
継

続
契

約
   

R2
.10

.1〜
R7

.9.
30

】

26
,92

8

 
不

燃
及

び
粗

⼤
ごみ

を処
理

す
る施

設
の

運
転

管
理

業
務

を委
託

して
い

るも
の

で
、ご

み
焼

却
施

設
の

運
転

管
理

業
務

と密
接

に関
連

して
い

るた
め

、契
約

を⼀
体

化
す

るこ
とで

運
転

管
理

体
制

の
強

化
を図

って
い

る。

経
常

ごみ
受

⼊
選

別
作

業
等

業
務

委
託 【⻑

期
継

続
契

約
   

R3
.10

.1〜
R8

.9.
30

】

55
,40

1

 
ごみ

処
理

施
設

で
の

不
燃

、粗
⼤

ごみ
の

受
⼊

作
業

及
び

マニ
ピュ

レー
タ運

転
操

作
によ

る処
理

不
適

物
の

分
別

業
務

を委
託

して
い

るも
の

で
、施

設
全

体
の

安
全

管
理

及
び

業
務

管
理

を円
滑

にす
るた

め
、可

燃
ごみ

受
⼊

、資
源

化
物

選
別

（
ビン

・ペ
ット

ボ
トル

）
業

務
も含

め
、契

約
を⼀

本
化

し管
理

体
制

の
強

化
を図

って
い

る。

4.2
.4

不
燃

物
処

理
費

12

11



補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

1,8
02

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

20
,13

0
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
23

,56
2

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

71
,44

7
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
20

,35
0

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

15
,81

6
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
19

,30
0

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

56
,11

4
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
29

,88
5

 
エコ

パ
ーク

⻑
⽣

は
埋

⽴
開

始
か

ら、
また

、佐
貫

最
終

処
分

場
は

埋
⽴

終
了

か
ら、

それ
ぞれ

17
年

が
経

過
し、

⽼
朽

化
した

各
浸

出
⽔

処
理

設
備

で
の

処
理

が
滞

るこ
との

無
い

よう
、施

設
及

び
設

備
の

消
耗

や
不

具
合

箇
所

の
補

修
⼯

事
を⾏

お
うと

す
るも

の
。

 
な

お
、令

和
６

年
度

は
、エ

コパ
ーク

⻑
⽣

で
は

、浸
出

⽔
の

前
処

理
設

備
、塩

濃
縮

固
化

設
備

及
び

RO
装

置
の

補
修

⼯
事

、佐
貫

最
終

処
分

場
で

は
、汚

泥
ホ

ッパ
及

び
回

転
円

板
軸

受
けの

補
修

⼯
事

を⾏
お

うと
す

るも
の

。

経
常

油
圧

シ
ョベ

ル
（

マニ
ピュ

レー
ター

付
き）

借
上

料
（

更
新

）
1,8

02

 
粗

⼤
ごみ

処
理

施
設

にて
処

理
不

適
物

な
どの

分
別

作
業

に⽤
い

る重
機

で
あ

り、
ごみ

処
理

場
の

供
⽤

開
始

か
ら2

6年
以

上
使

⽤
して

い
る。

既
にメ

ーカ
ーか

らの
修

理
部

品
の

供
給

が
終

了
して

お
り、

修
理

が
困

難
にな

って
い

るこ
とか

ら、
故

障
によ

る粗
⼤

ごみ
処

理
の

⻑
期

停
滞

リス
クを

回
避

す
るた

め
に更

新
しよ

うと
す

るも
の

。
 

な
お

、財
政

計
画

を２
年

前
倒

して
の

更
新

とな
るこ

と、
また

、ご
み

処
理

場
で

使
⽤

す
る重

機
には

適
債

性
が

無
い

事
か

ら、
負

担
⾦

の
平

準
化

を考
慮

し、
備

品
とし

ての
更

新
購

⼊
で

は
な

く、
リー

スで
の

借
上

げと
し、

５
年

後
に残

価
で

購
⼊

を予
定

。
（

５
年

リー
ス＋

残
価

購
⼊

⾒
積

総
額

 
税

込
19

,61
3千

円
）

経
常

粗
⼤

ごみ
処

理
施

設
補

修
⼯

事
20

,13
0

 
不

燃
ごみ

処
理

が
⽌

まる
こと

の
な

い
よう

、毎
年

の
点

検
結

果
を基

に、
施

設
及

び
設

備
の

消
耗

や
不

具
合

箇
所

の
補

修
⼯

事
を⾏

お
うと

す
るも

の
。

14

 
エコ

パ
ーク

⻑
⽣

の
浸

出
⽔

処
理

施
設

内
で

、蒸
留

⽔
及

び
機

器
の

冷
却

を⾏
う冷

却
塔

設
備

の
腐

⾷
が

著
し

く、
補

修
が

出
来

な
い

状
態

で
あ

るこ
とか

ら更
新

を⾏
お

うと
す

るも
の

。

臨
時

地
元

同
意

事
業

負
担

⾦
【債

務
負

担
⾏

為
設

定
済

 
 

R４
年

度
〜

R1
7年

度
】

15
,81

6
 

新
最

終
処

分
場

の
建

設
事

業
に伴

う、
環

境
整

備
な

ど地
元

⾃
治

会
との

同
意

事
業

負
担

⾦
。

（
事

業
負

担
⾦

総
額

 
73

,56
0千

円
、債

務
負

担
⾏

為
限

度
額

 
62

,05
6千

円
）

経
常

浸
出

⽔
処

理
施

設
運

転
管

理
業

務
委

託
【⻑

期
継

続
契

約
   

R1
.10

.1〜
R6

.9.
30

】

23
,56

2
 

エコ
パ

ーク
⻑

⽣
及

び
佐

貫
最

終
処

分
場

の
浸

出
⽔

処
理

施
設

の
運

転
管

理
業

務
を委

託
して

い
る。

 
な

お
、令

和
6年

度
は

⻑
期

継
続

契
約

の
更

新
の

年
とな

る。

地
元

同
意

事
業

負
担

⾦
【債

務
負

担
⾏

為
設

定
済

 
 

R５
年

度
〜

R９
年

度
】

19
,30

0

経
常

最
終

処
分

場
設

備
更

新
⼯

事
20

,35
0

14 18

経
常

最
終

処
分

場
補

修
⼯

事
71

,44
7

 
新

最
終

処
分

場
の

建
設

事
業

に伴
い

、影
響

の
あ

る周
辺

道
路

及
び

⽔
路

改
修

を⻑
柄

町
の

協
⼒

を得
て実

施
す

るも
の

。
（

事
業

負
担

⾦
総

額
及

び
債

務
負

担
⾏

為
限

度
額

 
98

,15
0千

円
）

経
常

紙
類

等
収

集
業

務
委

託
【⻑

期
継

続
契

約
   

R4
.4.

1〜
R9

.3.
31

】
56

,11
4

 
圏

域
内

の
各

集
積

所
に排

出
され

た資
源

ごみ
の

うち
紙

類
等

を茂
原

市
は

⽉
２

回
、町

村
は

⽉
１

回
収

集
し、

⻑
⽣

郡
市

再
⽣

資
源

協
同

組
合

に搬
⼊

す
る業

務
を委

託
して

い
る。

経
常

ごみ
受

⼊
選

別
作

業
等

業
務

委
託 【⻑

期
継

続
契

約
   

R3
.10

.1〜
R8

.9.
30

】

29
,88

5
 

資
源

ごみ
の

ビン
・ペ

ット
ボ

トル
な

どの
分

別
業

務
を委

託
して

い
るも

の
で

、施
設

全
体

の
安

全
管

理
及

び
業

務
管

理
を円

滑
にす

るた
め

、可
燃

ごみ
受

⼊
分

別
業

務
、不

燃
ごみ

受
⼊

作
業

及
び

マニ
ピュ

レー
タ運

転
操

作
によ

る処
理

不
適

物
の

分
別

業
務

を含
め

、契
約

を⼀
本

化
し管

理
体

制
の

強
化

を図
って

い
る。

臨
時

4.2
.4

不
燃

物
処

理
費

4.2
.6

資
源

化
推

進
費

121213

4.2
.5

最
終

処
分

場
費

12



補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

10
3,0

98
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
1,8

70

補
助

⾦
組

合
債

⼀
般

財
源

24
,96

5
補

助
⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

26
,05

1
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
4,9

01
補

助
⾦

組
合

債
⼀

般
財

源
11,

00
0

 
圏

域
内

の
各

集
積

所
に排

出
され

た資
源

ごみ
の

うち
ビン

等
を茂

原
市

は
⽉

２
回

、町
村

は
⽉

１
回

収
集

し、
環

境
衛

⽣
セ

ンタ
ーに

搬
⼊

す
る業

務
を委

託
して

い
る。

17
臨

時
フォ

ーク
リフ

ト購
⼊

（
更

新
）

1,8
70

 
ベ

ール
化

した
ペ

ット
ボ

トル
や

リタ
ーナ

ブル
ビン

の
運

搬
や

積
み

込
み

に使
⽤

して
い

る電
動

フォ
ーク

リフ
トが

、購
⼊

か
ら1

9年
が

経
過

し、
充

電
池

の
経

年
劣

化
によ

り稼
働

時
間

が
著

しく
短

い
な

ど業
務

に⽀
障

をき
たし

てい
る。

充
電

池
交

換
には

約
14

0万
円

か
か

るこ
とか

らエ
ンジ

ン式
の

フォ
ーク

リフ
トへ

更
新

しよ
うと

す
るも

の
。

⼟
⽊

建
設

⼯
事

監
理

委
託

【債
務

負
担

⾏
為

設
定

済
 

 
R６

年
度

〜
R７

年
度

】

1,2
88

,88
3

補
助

⾦

⼀
般

財
源

経
常

ビン
等

収
集

業
務

委
託

【⻑
期

継
続

契
約

   
R3

.10
.1〜

R8
.9.

30
】

10
3,0

98

41
5,8

04

 
新

⼀
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

の
⼟

⽊
建

築
⼯

事
及

び
浸

出
⽔

処
理

施
設

建
設

⼯
事

に関
し、

設
計

に基
づ

き建
設

⼯
事

を円
滑

に進
め

るた
め

に組
合

を補
佐

し、
⼯

事
請

負
業

者
へ

施
⼯

に対
す

る指
⽰

、助
⾔

及
び

監
理

を⾏
うも

の
。

（
契

約
⾦

額
 

67
,67

2千
円

 
R５

年
度

 
13

,63
1千

円
、R

６
年

度
 

29
,19

5千
円

、R
７

年
度

 
24

,84
6千

円
）

14

臨
時

⼟
⽊

建
築

⼯
事

【債
務

負
担

⾏
為

設
定

済
 

 
R６

年
度

〜
R７

年
度

】
組

合
債

77
9,5

00
 

新
⼀

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
の

造
成

、貯
留

構
造

物
及

び
被

覆
施

設
等

の
⼯

事
を⾏

うも
の

。
（

契
約

額
 

3,9
88

,17
1千

円
 

R５
年

度
 

 6
70

,41
1千

円
、R

６
年

度
 

1,2
27

,16
0千

円
、R

７
年

度
 

2,0
90

,60
0千

円
）

臨
時

浸
出

⽔
処

理
施

設
建

設
⼯

事
【債

務
負

担
⾏

為
設

定
済

 
 

R４
年

度
〜

R７
年

度
】

93
,57

9
 

新
⼀

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
にお

ける
浸

出
⽔

処
理

施
設

の
建

設
を⾏

うも
の

。
（

契
約

額
 

3,1
87

,80
0千

円
 

R５
年

度
 

0円
、R

６
年

度
 

32
,52

8千
円

、R
７

年
度

 
3,1

55
,27

2千
円

）

5.1
.1

常
備

消
防

費

10
経

常
被

服
費

24
,96

5
 

令
和

７
年

度
新

規
採

⽤
予

定
職

員
の

制
服

及
び

現
場

装
備

⼀
式

の
新

規
貸

与
、再

任
⽤

職
員

を含
む

既
存

職
員

の
制

服
や

現
場

装
備

品
の

更
新

貸
与

な
どを

⾏
お

うと
す

るも
の

。

18
経

常
ちば

消
防

共
同

指
令

セ
ンタ

ー負
担

⾦
26

,05
1

 
千

葉
市

ほ
か

10
市

１
町

８
⼀

部
事

務
組

合
で

、2
0の

消
防

本
部

が
119

番
通

報
の

受
信

、消
防

⾞
及

び
救

急
⾞

の
無

線
管

制
な

どの
通

信
指

令
業

務
を共

同
運

⽤
す

るた
め

の
負

担
⾦

で
、共

同
運

⽤
す

るこ
とで

業
務

の
効

率
化

が
図

れ
ると

とも
に、

各
消

防
本

部
の

連
携

及
び

情
報

の
共

有
化

が
可

能
とな

り、
隣

接
地

域
や

⼤
規

模
な

災
害

時
の

相
互

応
援

体
制

が
充

実
強

化
され

てい
る。

5.1
.2

⾮
常

備
消

防
費

17
臨

時
消

防
団

⽤
消

防
ホ

ース
更

新
4,9

01
 

⽼
朽

化
した

消
防

団
⽤

の
消

防
ホ

ース
を1

35
本

更
新

購
⼊

しよ
うと

す
るも

の
。

 
な

お
、各

⽀
団

に1
5本

ずつ
の

配
付

を予
定

して
い

る。

18
消

⽕
栓

修
繕

負
担

⾦
11,

00
0

 
経

年
劣

化
な

どで
傷

ん
だ消

⽕
栓

ボ
ック

スの
修

繕
及

び
道

路
⼯

事
な

どで
移

設
が

必
要

にな
った

場
合

な
ど

に、
⽔

道
部

に施
⼯

を依
頼

し、
その

費
⽤

を負
担

しよ
うと

す
るも

の
。

経
常

4.2
.7

新
最

終
処

分
場

建
設

費

12
臨

時

4.2
.6

資
源

化
推

進
費

12

13



臨
時

消
防

庁
舎

建
設

設
計

及
び

構
造

計
算

委
託

補
助

⾦

臨
時

消
防

庁
舎

建
設

⽤
地

地
質

調
査

委
託

組
合

債
74

,70
0

14
臨

時
消

防
庁

舎
建

設
⽤

地
造

成
⼯

事
⼀

般
財

源
25

,01
5

補
助

⾦
0

組
合

債
39

,50
0

⼀
般

財
源

7,6
31

補
助

⾦
3,7

79
組

合
債

40
,70

0
⼀

般
財

源
11,

07
3

補
助

⾦
5,7

12
組

合
債

58
,80

0
⼀

般
財

源
17

,59
7

補
助

⾦

組
合

債
49

,80
0

⼀
般

財
源

16
,69

5

補
助

⾦
組

合
債

8,9
00

⼀
般

財
源

65

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

73
2

12
99

,71
5

 
耐

⽤
年

数
を経

過
し、

現
在

の
「消

防
⼒

の
整

備
指

針
」に

満
たな

い
南

及
び

⻄
消

防
署

の
うち

１
署

の
建

設
設

計
及

び
構

造
計

算
委

託
、建

設
⽤

地
地

質
調

査
委

託
、ま

た、
⻄

消
防

署
建

設
⽤

地
の

造
成

⼯
事

を⾏
お

う
とす

るも
の

。
 

な
お

、も
う１

署
の

建
設

設
計

及
び

構
造

計
算

委
託

、建
設

⽤
地

地
質

調
査

委
託

、ま
た、

２
署

の
建

設
⼯

事
及

び
解

体
⼯

事
を、

市
町

村
負

担
⾦

の
平

準
化

を図
りな

が
ら令

和
10

年
度

まで
に⾏

う予
定

。

⾼
規

格
救

急
⾃

動
⾞

購
⼊

（
更

新
）

（
佐

貫
分

署
）

47
,13

1

 
救

急
⾃

動
⾞

は
、本

圏
域

の
特

性
か

ら救
急

搬
送

が
⻑

距
離

とな
る傾

向
が

強
く、

また
、傷

病
者

及
び

その
家

族
な

ど⼀
般

住
⺠

を乗
⾞

させ
⾛

⾏
す

る任
務

の
特

殊
性

、安
全

性
を考

慮
し、

８
年

⼜
は

30
万

km
を更

新
基

準
とし

てい
る。

 
佐

貫
分

署
の

救
急

⾃
動

⾞
は

、R
６

年
度

末
に９

年
を経

過
す

るこ
とか

ら、
更

新
しよ

うと
す

るも
の

。

臨
時

消
防

ポ
ンプ

⾃
動

⾞
購

⼊
（

更
新

）
（

南
消

防
署

）
55

,55
2

 
消

防
⾃

動
⾞

は
18

年
を更

新
基

準
とし

てお
り、

南
消

防
署

の
ポ

ンプ
⾃

動
⾞

は
、R

６
年

度
末

に2
0年

を経
過

す
るこ

と、
また

、エ
ンジ

ン性
能

の
低

下
、ポ

ンプ
装

置
、電

装
品

の
⽼

朽
化

によ
る不

具
合

が
み

られ
るこ

とか
ら、

消
⽕

資
機

材
の

更
新

及
び

資
機

材
の

収
納

スペ
ース

も兼
ね

備
えた

⾞
両

へ
の

更
新

をし
よう

とす
るも

の
。

臨
時

66
,49

5

 
千

葉
市

ほ
か

10
市

１
町

８
⼀

部
事

務
組

合
で

、2
0の

消
防

本
部

が
共

同
で

指
令

セ
ンタ

ーを
整

備
し、

H2
5年

４
⽉

か
ら運

⽤
を⾏

って
い

る。
 

H3
0年

度
、R

１
年

度
に部

分
更

新
を⾏

った
が

、設
備

の
⽼

朽
化

によ
り、

R６
年

度
か

らＲ
８

年
度

の
３

か
年

で
指

令
シ

ステ
ムの

全
体

更
新

を⾏
お

うと
す

るも
の

。
 

調
達

は
千

葉
市

で
⾏

うが
、そ

の
負

担
⾦

とし
て本

組
合

は
、全

体
事

業
費

の
約

５
％

、総
額

26
4,8

59
千

円
を

負
担

す
るも

の
。

臨
時

千
葉

県
防

災
⾏

政
無

線
（

衛
星

系
）

設
備

再
整

備
負

担
⾦

8,9
65

 
県

防
災

⾏
政

無
線

設
備

は
、整

備
か

ら1
7年

が
経

過
し機

器
の

⽼
朽

化
によ

り故
障

な
ど通

信
障

害
が

増
加

し、
安

定
した

稼
働

が
難

しく
な

った
こと

か
ら県

、市
町

村
、消

防
本

部
の

⼀
体

的
な

再
整

備
を⾏

うこ
とと

な
り、

消
防

本
部

に係
る再

整
備

は
、Ｒ

６
年

度
、Ｒ

７
年

度
の

２
か

年
で

⾏
うも

の
。（

※
Ｒ

７
年

度
の

負
担

⾦
額

は
未

定
。）

5.1
.3

常
備

消
防

施
設

費

IC
T（

情
報

通
信

技
術

）
研

修
委

託
73

2

 
学

校
教

育
にお

い
て、

視
聴

覚
機

器
も含

め
たI

CT
の

活
⽤

が
重

要
とな

って
きて

い
るた

め
、I

CT
の

活
⽤

にお
け

る教
員

の
資

質
向

上
に資

す
るた

め
、現

在
の

課
題

や
需

要
に適

した
内

容
で

の
研

修
を委

託
しよ

うと
す

るも
の

。
 

な
お

、組
合

教
育

委
員

会
会

議
にお

い
て、

構
成

市
町

村
の

教
育

⻑
か

ら要
望

が
あ

った
研

修
会

で
もあ

る。

※
 5

.1.
4 

⾮
常

備
消

防
施

設
費

 (特
別

負
担

⾦
)は

、別
紙

、「
令

和
６

年
度

 市
町

村
別

⾮
常

備
消

防
施

設
整

備
事

業
⼀

覧
表

」の
とお

り。

臨
時

⽔
槽

付
消

防
ポ

ンプ
⾃

動
⾞

購
⼊ （

更
新

）
（

味
庄

分
署

）

82
,10

9

 
⽔

槽
付

消
防

ポ
ンプ

⾃
動

⾞
は

18
年

を更
新

基
準

とし
てお

り、
味

庄
分

署
の

⽔
槽

付
消

防
ポ

ンプ
⾃

動
⾞

は
、R

６
年

度
末

に1
9年

を経
過

す
るこ

と、
また

、エ
ンジ

ン性
能

の
低

下
、ポ

ンプ
装

置
、電

装
品

の
⽼

朽
化

によ
る不

具
合

が
み

られ
るこ

とか
ら、

消
⽕

資
機

材
の

更
新

及
び

資
機

材
の

収
納

スペ
ース

も兼
ね

備
えた

⾞
両

へ
の

更
新

をし
よう

とす
るも

の
。

ちば
消

防
共

同
指

令
セ

ンタ
ー指

令
シ

ステ
ム全

体
更

新
事

業
負

担
⾦

【債
務

負
担

⾏
為

設
定

済
 

 
R６

年
度

〜
R８

年
度

】

6.1
.1

教
材

セ
ン

ター
費

12
経

常

18

臨
時

17

14



歳入 （単位：千円）

前年度比③ 比率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 131,727 72.3 135,339 73.8 △ 3,612 △ 2.7

2 49,304 27.1 46,993 25.6 2,311 4.9

3 1,000 0.5 1,000 0.5 0 0.0

4 92 0.1 86 0.1 6 7.0

182,123 100.0 183,418 100.0 △ 1,295 △ 0.7

（単位：千円）

前年度比③ 比率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 181,123 99.5 182,418 99.5 △ 1,295 △ 0.7

2 1,000 0.5 1,000 0.5 0 0.0

182,123 100.0 183,418 100.0 △ 1,295 △ 0.7

　令和６年度特別会計火葬場・斎場事業費予算に占める負担金の割合は、72.3％で、前年度予算額に

歳出（目的別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して2,311千円、4.9％増の49,304千円を計上。

　増額となった要因は、実績に基づき、聖苑使用料で3,117千円の増を見込んだことによるもの。

区　　　分
令和６年度

歳出（目的別）

繰越金

令和５年度

予備費

［　４款　諸収入　］

　前年度予算額に対して6千円、7.0％増の92千円を計上。

　増額となった要因は、実績に基づき、自動販売機の管理手数料で12千円の増を見込んだことによるもの。

　減額となった要因は、令和５年度に大小式場の祭壇更新購入費を計上していたことで、備品購入費が

12,172千円の減となったことによるもの。

［　1款　事業費　］

　前年度予算額に対して1,295千円、0.7％減の181,123千円を計上。

対して3,612千円、2.7％減の131,727千円を計上。

　減額となった要因は、歳入で聖苑使用料の増を見込んだこと、また、歳出では令和５年度に大小式場の

祭壇の更新を計上していたことで、備品購入費が減となったことによるもの。

［　３款　繰越金　］

　予備費に充当する1,000千円を計上。

［　２款　使用料及び手数料　］

合計

事業費

歳入の主な増減理由

［　１款　分担金及び負担金　］

令和６年度　特別会計 火葬場・斎場事業費予算概要

諸収入

合計

区　分
令和６年度 令和５年度

分担金及び負担金

使用料及び手数料

15



歳出（性質別） （単位：千円）

前年度比③ 比率(％)

予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

人件費 43,651 24.0 40,798 22.2 2,853 7.0

物件費 76,945 42.2 72,643 39.6 4,302 5.9

維持補修費 32,112 17.6 27,695 15.1 4,417 15.9

補助費等 490 0.3 486 0.3 4 0.8

普通建設事業費 27,925 15.3 40,796 22.2 △ 12,871 △ 31.5

予備費 1,000 0.6 1,000 0.6 0 0.0

合計 182,123 100.0 183,418 100.0 △ 1,295 △ 0.7

［　普通建設事業費　］

　前年度予算額に対して12,871千円、31.5％の減となった。

　減額となった要因は、空調機等改修工事の改修内容の違いによる工事請負費の減、また、令和５年度に

大小式場の祭壇購入費を計上していたことによる備品購入費の減によるもの。

［　補助費等　］

　前年度予算額に対して4千円、0.8％の増となった。

　増額となった要因は、霊柩車運転業務に係る一般貨物自動運送事業適性診断負担金を１人分から２人

分に増やしたことによるもの。

　前年度予算額に対して2,853千円、7.0％の増となった。

［　維持補修費　］

　前年度予算額に対して4,302千円、5.9％の増となった。

　増額となった要因は、実績に基づく光熱水費の増、また、５年に１度の点検が国交省令で義務付けられ

ている進入路のトンネル点検委託料を計上したことによるもの。

　増額となった要因は、電気設備の法定年次点検で経年劣化による電気事故のおそれを指摘され、引込高

圧ケーブル及び漏電遮断器更新工事請負費を計上したことによるもの。

［　人件費　］

　前年度予算額に対して4,417千円、15.9％の増となった。

区　　　分
令和６年度 令和５年度

　増額となった要因は、月例給及び期末・勤勉手当の引上げ及び千葉県総合事務組合への退職手当負

担金で、負担金算定方法の見直しによる職員人件費の増によるもの。

［　物件費　］

歳出（性質別）の主な増減理由

16



款
項

⽬
節

臨
時

/
経

常
事

業
名

予
算

要
求

額
（

千
円

）
事

業
内

容
等

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

27
,67

9
補

助
⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

7,8
81

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

26
,51

7

補
助

⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

18
,53

5
補

助
⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

11,
57

7
補

助
⾦

組
合

債

⼀
般

財
源

1,4
08

18
,53

5

 
耐

⽤
年

数
に基

づ
き⽕

葬
炉

設
備

の
更

新
⼯

事
をし

よう
とす

るも
の

。
 

令
和

６
年

度
で

は
、⽕

葬
炉

耐
⽕

物
全

体
積

替
、ま

た、
台

⾞
ブロ

ック
、光

電
スイ

ッチ
、炉

内
台

⾞
駆

動
装

置
モー

ター
の

更
新

を予
定

して
い

る。

1.1
.1

管
理

費

 
施

設
の

特
殊

性
や

危
機

管
理

の
観

点
か

ら､
⽕

葬
炉

設
置

メー
カー

の
直

系
関

連
会

社
に⽕

葬
業

務
を委

託
して

い
る。

 
な

お
、令

和
6年

度
は

⻑
期

継
続

契
約

の
更

新
の

年
とな

る。

経
常

 
故

⼈
との

お
別

れ
の

場
とし

て、
来

場
者

に快
く施

設
を使

⽤
して

い
ただ

くた
め

に、
施

設
内

の
⽇

常
清

掃
及

び
定

期
清

掃
業

務
を委

託
し環

境
衛

⽣
の

維
持

に努
め

よう
とす

るも
の

。

臨
時

空
調

機
等

改
修

⼯
事

26
,51

7

 
⻑

南
聖

苑
は

供
⽤

開
始

か
ら2

6年
⽬

を迎
え、

空
調

機
等

の
設

備
が

⽼
朽

化
して

い
るこ

とか
ら、

耐
⽤

年
数

に基
づ

き計
画

的
に改

修
⼯

事
を⾏

お
うと

す
るも

の
。

 
令

和
６

年
度

で
は

、空
調

室
外

機
熱

交
換

器
等

部
品

、排
⽔

⽔
中

ポ
ンプ

、加
圧

給
⽔

ポ
ンプ

、⼆
次

冷
温

⽔
ポ

ンプ
、

遺
族

控
室

ル
ーム

エア
コン

、外
気

取
⼊

れ
・排

気
ダク

トチ
ャッ

キダ
ンパ

ー、
ユ

ニッ
ト型

空
調

機
加

湿
エレ

メン
トの

更
新

を予
定

して
い

る。

経
常

電
気

設
備

更
新

⼯
事

11,
57

7

令
和

６
年

度
 特

別
会

計
 ⽕

葬
場

・斎
場

予
算

 
主

要
事

業
予

算
要

求
額

の
財

源
（

千
円

）

経
常

⽕
葬

業
務

委
託

【⻑
期

継
続

契
約

   
R1

.10
.1〜

R6
.9.

30
】

27
,67

9

経
常

⽕
葬

炉
設

備
更

新
⼯

事

 
電

気
設

備
の

法
定

年
次

点
検

で
、経

年
劣

化
によ

り電
気

事
故

の
お

それ
を指

摘
され

た、
引

込
み

⾼
圧

ケー
ブル

及
び

低
圧

使
⽤

設
備

の
漏

電
遮

断
器

を更
新

しよ
うと

す
るも

の
。

臨
時

油
圧

電
動

リフ
ト購

⼊
（

更
新

）
1,4

08

 
油

圧
電

動
リフ

トは
式

場
や

エン
トラ

ンス
ホ

ール
な

どの
⾼

所
の

照
明

器
具

交
換

時
に必

要
な

備
品

で
あ

るが
、⻑

南
聖

苑
の

建
設

時
か

ら2
5年

以
上

して
、⽼

朽
化

して
お

り、
また

、修
繕

部
品

の
供

給
が

終
了

して
い

るも
の

もあ
るこ

とか
ら更
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〔業務量の見込み〕

(1) 受水

(2) 地下水

※1　令和5年度についてはうるう年換算

1.水道事業収益及び費用について（税込み）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

6 1,474 △ 264 △ 17.9雑収益 1,210

増減額③

①-②

△ 77,117

△ 77,547

18.0

0.0

△ 0.0

増減率(％)

③/②×100

1.4

△ 1

27,805

927

1,080,467

430

2.6

386.3

1 0

△ 49,312

240

△ 1.0

△ 1.9

1,167

14,646 14,216 3.0

0

24,916

379,290

1,108,272

157,795

402,900

379,291

163,683

160,022

138,767

△ 1.9

0.0

3,990,808

402,900

2,227

5,036,180 5,085,492

4,005,025

1

令和6年度

当初予算額①

営業収益

給水収益

受託工事収益

3,913,261

3.年間総給水量

内
訳

ｍ
3

19,070,000 ｍ
3

3,927,908

15,407,590

19,042,250

水道事業収益

　水道事業収益は、前年度当初予算額に対して49,312千円、1.0％減の5,036,180千円を計上。

１項営業収益は、前年度当初予算額に対して77,117千円、1.9％減の3,927,908千円で、その内訳と

して、１目給水収益は、家事用の使用水量の減少を見込み、77,547千円減の3,913,261千円を計上。

２目受託工事収益は1千円を計上し、３目その他営業収益は、手数料及び雑収益として430千円増の

14,646千円を計上。

次に、２項営業外収益は、前年度当初予算額に対して27,805千円、2.6％増の1,108,272千円で、その

内訳として、１目受取利息及び配当金は有価証券利息により927千円、386.3％増の1,167千円を計上。

　２目給水申込納付金は新規申込件数の増加により24,916千円増の163,683千円を計上。

　３目市町村負担金は、高料金対策補助金として前年度と同額の402,900千円を計上し、

４目県補助金は、千葉県市町村水道総合対策事業助成要綱に基づく控除を見込み、1千円減の

379,290千円を計上。
５目長期前受金戻入は、補助金・負担金等により取得した資産に係る減価償却費見合い分を収益化

したもので、2,227千円増の160,022千円を計上。

　６目雑収益は、生命保険取扱手数料等を見込み、264千円減の1,210千円を計上。

4.一日平均給水量 ｍ
352,171

3,634,660 ｍ
3 3,496,590

ｍ
3 52,104

令和６年度水道事業会計予算概要

世帯1.給水世帯数 65,157

増減率（％）

ｍ
3

世帯世帯

増　　減

ｍ
3

0.1

ｍ
3

ｍ
3 15,573,410

ｍ
3

△ 165,820 ｍ
3

138,070

67 ｍ
3

388

△ 1,104

△ 27,750

令和5年度

当初予算額②

項　目 令和6年度 令和5年度

2.給水人口 137,418

64,769

人 138,522 人

給水申込納付金

受取利息及び配当金

営業外収益

市町村負担金

長期前受金戻入

県補助金

その他営業収益

3.9

△ 1.1

△ 0.1

△ 0.8

0.6

人

※1
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（水道事業費用）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

2

1

2

3

3

予定損益計算書について （単位：千円）

（単位：千円）

消費税等納付額

5,036,180

当年度純利益消費税等相当額予算額（税込み額）

①

4,665,528370,652

④＝①-(②+③)

4,802,330 4,513,79634,793

①-②

令和6年度 令和5年度

③/②×100

△ 1.0

増減額③ 増減率（％）

0.0

R6 純利益　151,732

0.0

5.6資産減耗費

1

△ 16,136

1,047

33,799199,047

減価償却費 △ 31,180

△ 0.6

△ 0.4

△ 1.1

△ 0.1

5.7

△ 27,684

△ 19,259

△ 31,479

△ 3,101

　水道事業費用は、前年度当初予算額に対して27,684千円、0.6％減の4,802,330千円を計上。

１項営業費用は、前年度当初予算額に対して19,259千円、0.4％減の4,616,001千円で、その内訳と

して、１目原水及び浄水費は、主に浄水場などの取水浄水施設の維持管理に係る経費で、国の電気料

金負担軽減措置による動力費の減少等により31,479千円減の2,799,894千円を計上。

そのうち、九十九里地域水道企業団へ支払う受水費は、受水量が165,820㎥減少したことにより、

3,101千円減の2,496,879千円を計上。

２目配水及び給水費は、主に漏水修理工事等の配水施設の維持管理に係る経費で、労務単価の上昇

に伴う修繕費の増加により24,690千円増の461,634千円を計上。

　３目受託工事費は、1千円を計上。

４目業務費は、主に水道料金の検針及び集金に係る経費で、量水器の交換数が減少したことによる

委託料、及び修繕費の減少等により16,136千円減の256,246千円を計上。

５目総係費は、事業統合に係る派遣職員の増加に伴う人件費の増加等により、33,799千円増の

199,047千円を計上。

　６目減価償却費は、管路等の有形固定資産を定額法で算出し31,180千円減の869,561千円を計上。

次に２項営業外費用は、前年度当初予算額に対して8,425千円、4.6％減の176,329千円で、その内訳

として１目支払利息及び企業債取扱諸費は、8,077千円減の141,014千円を計上。

２目消費税及び地方消費税は、仮受消費税から仮払消費税を控除した納税額で、348千円減の34,793

千円を計上。

　３項予備費は、施設の応急修繕や災害に伴う復旧費用として、10,000千円を計上。

令和5年度

当初予算額②

増減額③

①-②

令和6年度

当初予算額①

増減率(％)

③/②×100

0.0

△ 11.0

△ 3.5

0

当初予算額②

0

24,690

18,571

869,561

配水及び給水費

△ 5.4△ 8,077

34,793

△ 5.9

20.5

△ 4.6

10,000 10,000

③

165,248

19,618

10,000 0.0

522

△ 34,793

△ 8,425

△ 348

②

0522

35,141

184,754

2,831,373

予備費

水道事業費用(B) 253,741

2,496,879

900,741

461,634 436,944

10,000

1

256,246

4,802,330 4,830,014

116,911

4,616,001

272,382

4,635,260

176,329

149,091

2,799,894

雑支出

当年度純利益

　　区　　分

区　　分

170,406 △ 18,674

2,499,980

営業費用

業務費

総係費

水道事業収益(A)

その他営業費用

受託工事費

0

141,014

151,732

差　　額(A)-(B) 233,850

当初予算額①

水道事業費用

　　　　受水費

原水及び浄水費

営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

消費税及び地方消費税
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2.資本的収入及び支出について（税込み）

（資本的収入）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

－

－

2

1

（資本的支出）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

4

5

2

1

3

1

65,600

65,600676,000

676,000

65,295

345,458

令和5年度

当初予算額②

65,295

皆減

増減率(％)

③/②×100

皆減

配水施設費 1,295,741

2,476,020

△ 89,072

△ 25.8

△ 25.8

△ 8.7

103,265

2,260,294

122,882

996,615

1,549,327

23,474

△ 8.21,086,753

7.9

△ 18.1△ 280,649

97,095

　資本的支出は、前年度当初予算額に対して215,726千円、8.7％減の2,260,294千円を計上。

１項建設改良費は、前年度当初予算額に対して280,649千円、18.1％減の1,268,678千円で、その内訳

として１目消火栓工事費は、工事単価の上昇により165千円増の23,474千円を計上。

　２目建設事務費は、人件費の増加により5,320千円増の122,882千円を計上。

３目原水施設費は、取水浄水施設更新等に係る費用として、老朽化した薬品注入設備や計装設備

更新工事等により6,170千円増の103,265千円を計上。

４目配水施設費は、配水施設更新に係る費用として、交付金事業を令和５年度に前倒しし実施する

ことにより、299,126千円減の996,615千円を計上。

５目営業設備費は、深井戸用水中モーターポンプや製図用機器購入等により6,822千円増の22,442

千円を計上。

２項企業債償還金１目企業債償還金は、前年度当初予算額に対して64,923千円、7.9％増の891,616

千円を計上。

　３項投資１目有価証券取得費は、100,000千円を計上。

△ 215,726

増減額③

①-②

原水施設費

　資本的収入は、前年度当初予算額に対して88,767千円、8.2％減の997,986千円を計上。

１項企業債１目企業債は、配水管更新工事等の建設改良事業の財源として、前年度当初予算額に

対して65,600千円、9.7％増の741,600千円を計上。

国庫補助金は、交付額の配分を有利にするため、交付金事業を前倒しし、令和５年度補正予算で計

上することとしたことから、65,295千円、皆減とし計上無し。

２項負担金１目負担金は、市町村等の負担により実施する工事の減少等により、前年度当初予算額

に対して89,072千円、25.8％減の256,386千円を計上。

256,386

9.7

△ 88,767

増減率(％)

③/②×100

増減額③

①-②

9.7

△ 65,295

令和5年度

当初予算額②
997,986

令和6年度
当初予算額①

△ 89,072

△ 65,295

企業債

国庫補助金

令和6年度

当初予算額①

117,562

15,620

23,309

741,600

1,268,678

43.76,822

64,923

345,458

0.7

826,693

826,693

165

7.9

資本的収入

0

256,386

負担金

0

企業債 741,600

891,616

営業設備費

企業債償還金

国庫補助金

建設事務費

企業債償還金

22,442

消火栓工事費

負担金

891,616

資本的支出

0 0.0

5,320 4.5

6.4

64,923

100,000

建設改良費

投資 100,000 100,000 0 0.0

有価証券取得費 100,000

6,170

△ 299,126 △ 23.1

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,262,308千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額、当年度分損益勘定留保資金及び建設改良積立金で補てんする。
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１　消火栓工事費

・地下式消火栓設置工事（11栓） 千円

２　建設事務費

・水道管理システム導入業務委託 千円

・水管橋布設替設計業務委託（白鳩橋） 千円

３　原水施設費

・次亜注入設備更新工事（七渡中間塩素室） 千円

・水位計及び流量計更新工事（山之郷浄水場、長南浄水場、大沢配水場） 千円

・ポンプ設備更新工事（山之郷浄水場加圧ポンプ・皿木原水、逆洗ポンプ） 千円

４　配水施設費

・配水管布設替え工事に伴う舗装本復旧負担金 千円

・配水管（経年管）布設替え工事（L=4,467ｍ） 千円

【主な工事】

配水管布設替え工事 茂原市緑町地先 ほか15箇所

舗装本復旧工事 睦沢町川島地先 ほか  1箇所

既設管撤去工事 長柄町長柄山地先

橋梁添架管架替工事 長南町岩川地先 ほか  1箇所

・負担金等を財源とする配水管布設替え工事等（L=684ｍ） 千円

【主な工事】

千葉県河川改修事業に伴う北川橋添架管架替工事

長生村下水道整備事業に伴う配水管布設替え工事

・道路改良等に伴う配水管布設替え工事（L=1,235ｍ） 千円

【主な工事】

茂原市道路改良事業に伴う明治橋添架管架替工事

長南町ガス事業に伴う配水管布設替え工事（共同施工）

・施設統廃合に伴う配水管布設工事（L=150ｍ） 千円

・監視制御設備更新工事 千円

・切換盤更新工事（茂原工業団地加圧ポンプ場） 千円

14,943

91,849

503,067

12,628

11,946

24,200

21,450

131,494

20,460

203,892

14,080

23,474

主　　要　　事　　業

25,300
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許可病床数 180 床 180 床 0 床

稼働病床数（休床届出後） 128 床 128 床 0 床

入  院   (年延) 32,850 人 32,208 人 642 人

　診療日数 365 日 366 日 △ 1 日

　１日平均 90 人 88 人 2 人

外  来   (年延) 83,835 人 85,400 人 △ 1,565 人

　診療日数 243 日 244 日 △ 1 日

　１日平均 345 人 350 人 △ 5 人

(病院事業収益) （単位：千円）

款 項 目

1 病院事業収益　

1

1 入　院　収　益

2 外　来　収　益

3 その他医業収益

4 市町村負担金

2

1 受取利息配当金

2 市町村負担金

3 補　助　金

4 長期前受金戻入

5 その他医業外収益

6 売　店　収　益

7 消費税及び地方消費税還付金

3

1 その他特別利益

【1款 病院事業収益】

4目 　市町村負担金が増額となった主な要因は、二次待機及び日中の救急医療に対応する医師、看護
師等に要する人件費、さらに診療材料費、光熱費等に要する費用の増額によるもの。

　1項1目 　入院収益が増額となった主な要因は、令和5年度入院患者数の実績と今後の取組み等から、１日平
均入院患者数を90人と見込んだことによるもの。

2目 　外来収益が減額となった主な要因は、1日平均患者数を345人と見込んだことによるもの。

3目 　その他医業収益が減額となった主な要因は、医療相談収益が人間ドック数の増等から21,398千円
の増となったものの、公衆衛生活動収益が、コロナワクチン接種数の減等から27,449千円の減となっ
たことによるもの。

1 1 0 0.0

特別利益 1 1 0 0.0

1 1 0 0.0

10,440 10,440 0 0.0

19,061 18,727 334 1.8

135,022 124,373 10,649 8.6

13,482 9,138 4,344 47.5

534,065 490,486 43,579 8.9

1 1

医業外収益 712,072 653,166 58,906 9.0

215,647 164,758

0 0.0

972,486 990,640

50,889 30.9

164,535 170,586 △ 6,051 △ 3.5

△ 18,154 △ 1.8

1,543,950 1,513,776 30,174 2.0

医業収益　 2,896,618 2,839,760 56,858 2.0

3,608,691 3,492,927 115,764 3.3

区　　分 令和6年度 令和5年度 比較(千円) 増減率(％)

2. 年間患者数

2.0

△ 1.8

1. 病院事業収益及び費用について(税込み)

1. 病　床　数
0.0

0.0

〔業務量の見込み〕

項　　　　　　目 令和6年度 令和5年度 比　　較　（％）

令和6年度病院事業会計予算概要
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(病院事業費用) （単位：千円）

款 項 目
1

1

1 給　与　費

2 材　料　費

3 経　　　 費

4 減　価　償　却　費

5 資　産　減　耗　費

6 研　究　研　修　費

2

1 支払利息及び企業債取扱諸費

2 売　店　費　用

3 消費税及び地方消費税

4 雑　支　出

5 長期前払消費税勘定償却

3

1 その他特別損失

【1款　病院事業費用】

当期純損益 12,110 12,051 59 0.5

経常損益 12,110 12,051 59 0.5

令和6年度 令和5年度 比較(千円) 増減率(％)

5目 　長期前払消費税勘定償却は、消費税計算による控除対象外消費税を算出し、前年度に比べ、
1,038千円の減となるもの。

（単位：千円）

2項1目 　支払利息及び企業債取扱諸費が増額となった主な要因は、令和4年度B棟実施設計繰越分及び
令和5年度医療機器購入分等の企業債利息発生によるもの。

3目 　消費税及び地方消費税は、前年度に比べ、2,127千円の減となるもの。

4目 　雑支出の減額は、修学資金貸付金返還債務の免除対象者が減によるもの。

4目 　減価償却費は、有形固定資産を定額法により算出し、前年度に比べ、3,585千円減となるもの。

5目 　資産減耗費は、令和5年度上半期実績を基に算出し、前年度に比べ、112千円減となるもの。

6目 　研究研修費が増額となった主な要因は、看護部の人材育成及び看護の質向上の為、前年度に比
べ、研修参加費の増によるもの。

1項1目 　給与費が増額となった主な要因は、退職手当組合負担金の増及び給与改定による会計年度任用
職員への勤勉手当支給等の増によるもの。

2目 　材料費が増額となった主な要因は、物価高騰の影響により薬品費及び診療材料費の増によるも
の。

3目 　経費が増額となった主な要因は、修繕費等が減となったものの、医療機器の耐用年数経過による
新たなスポット保守及び千葉県医師少数区域等医師派遣促進事業に要する費用等により委託費
16,876千円の増等によるもの。

1 1 0 0.0

特別損失 1 1 0 0.0

13,721 14,759 △ 1,038 △ 7.0

9,601 26,201 △ 16,600 △ 63.4

10,316 12,443 △ 2,127 △ 17.1

7,800 7,800 0 0.0

6,779 6,525 254 3.9

医業外費用 48,217 67,728 △ 19,511 △ 28.8

9,020 8,850 170 1.9

5,358 5,470 △ 112 △ 2.0

194,186 197,771 △ 3,585 △ 1.8

556,922 547,852 9,070 1.7

547,003 532,368 14,635 2.7

2,235,874 2,120,836 115,038 5.4

医業費用 3,548,363 3,413,147 135,216 4.0

病院事業費用 3,596,581 3,480,876 115,705 3.3

区　　分 令和6年度 令和5年度 比較(千円) 増減率(％)

4目 　長期前受金戻入が増額となった主な要因は、算定対象である企業債元金償還金分のうち、令和5
年度借入による企業債元金償還金分の増によるもの。

5目 　その他医業外収益が増額となった要因は、自動販売機の売上げ手数料の増によるもの。

2項2目 　市町村負担金が増額となった主な要因のうち、基準内繰入れとしては、診療材料費、光熱費等に要
する費用の増額によるもの。基準外繰入れとしては、令和6年度より退職手当負担金制度の改正及び
退職手当負担金負担算定の見直しによるもの。

 3目 　補助金が増額となった主な要因は、国保直診運営費等の当初予算計上によるもの。
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（資本的収入） （単位：千円）

款 項 目

1 資本的収入

1

1 企業債

2

1 市町村負担金

3

1 国県補助金

4

1 修学資金貸付金返還金

【1款　資本的収入】

（資本的支出） （単位：千円）

款 項 目

1 資本的支出

1

1 資産購入費

2 改修工事費

3 用地取得費

2 企業債償還金

1 企業債償還金

3 投資

1 その他投資

【1款　資本的支出】

3目 　用地取得費は科目設定として、1千円を計上しました。

2項1目 　企業債償還金が減額となった主な要因は、企業債借入予定額が減になることや、旧A棟解体工事
分及び駐車場造成工事分が令和6年度で償還終了となることにより減となるもの。

2,400 2,400

1項1目 　資産購入費が増額となった主な要因は、MRI更新分及び厨房内熱風消毒保管庫更新等によるも
の。

　2目 　改修工事費が増額となった主な要因は、電話交換室内の構内電話設備更新工事分及びC棟エレ
ベーター経年劣化による改修工事分等によるもの。

2,400 2,400 0 0.0

0 0.0

153,063 158,073 △ 5,010 △ 3.2

1 1,000 △ 999 △ 99.9

153,063 158,073 △ 5,010 △ 3.2

109,520 102,608 6,912 6.7

207,900 80,750 127,150 157.5

建設改良費 317,421 184,358 133,063 72.2

472,884 344,831 128,053 37.1

区　　分 令和6年度 令和5年度 比較(千円) 増減率(％)

3項1目 　国県補助金が減額となった主な要因は、電子カルテシステム更新に係る国保特別調整交付金分の
減によるもの。

1 1 0

1項1目 　企業債が増額となった主な要因は、MRI更新分及び電話交換室内の構内電話設備更新工事分等
によるもの。

2項1目 　市町村負担金が減額となった主な要因は、企業債借入予定額が減になることや、旧A棟解体工事
分及び駐車場造成工事分が令和6年度で償還終了となることにより減となるもの。

0.0

修学資金貸付金返還金 1 1 0 0.0

79,482

1 40,000 △ 39,999 △ 100.0

国県補助金 1 40,000      △ 39,999 △ 100.0

85,096 △ 5,614 △ 6.6

市町村負担金 79,482 85,096 △ 5,614 △ 6.6

281,500 152,000 129,500 85.2

企業債 281,500 152,000 129,500 85.2

360,984 277,097 83,887 30.3

区　　分 令和6年度 令和5年度 比較(千円) 増減率(％)

2 .資本的収入及び支出について
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